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令和４年度 埼玉県雇用対策協定に基づく事業計画 

 

埼玉県知事と埼玉労働局長の間で締結した埼玉県雇用対策協定の第２条に基づき、令和

４年度の事業計画を次のとおり定める。 

 

Ⅰ 雇用維持・労働移動等に向けた支援やデジタル化への対応  

新型コロナウイルス感染症の影響により、休業を余儀なくされた労働者の雇用の維

持・継続のために対策を講じていく必要があり、単に休業だけでなく、一時的な在籍型

出向等により、労働者のモチベーションも維持しつつ雇用を維持する対策を講じていく

必要がある。 

また、雇用維持に対する支援を継続しつつ、業種、地域、職種を超えた再就職等を促

進するため、職業訓練やハローワーク・県による再就職支援等を強力に推し進める必要

がある。 

更に、新型コロナウイルス感染症の影響によるデジタル化の加速等により、働く人に

求められるスキルの変化が想定される中、時代に応じた技術革新と産業界のニーズに合

った能力開発を講じることにより、円滑な再就職の実現が求められている。 

社会全体のデジタル化を進めるためには、まずは国・地方の行政が、自ら行う行政サ

ービスにおいてデジタル技術やデータを活用して利用者目線に立って新たな価値を創

出するデジタルトランスフォーメーションを実現する必要がある。 

 

 

１ 雇用の維持・労働移動等に向けた支援 

埼玉労働局が取り組む施策 

・ 雇用調整助成金等により、引き続き休業のほか、教育訓練、出向を通じて雇用の維

持に取組む。 

・ 産業雇用安定助成金により、出向元と出向先双方の企業を一体的に支援するととも

に、産業雇用安定センター埼玉事務所等関係機関と連携し、在籍型出向を活用した雇

用維持を促進する。 

・ 担当者制による個別支援において、キャリアコンサルティング技法を取り入れた職

業相談や職業情報提供サイト（日本版 O-NET）を活用した情報提供等を通じ、雇用吸

収力の高い分野への再就職を推進する。 

・ コロナ禍にあって、ハローワークに来所が困難な求職者に対して、一部のハローワ
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ークにおいて実施しているオンライン職業相談について順次拡大し、サービスの充実

を図る。 

・ ハローワークに専門窓口を設置し、新型コロナウイルスの影響で離職した方のほか、

休業中の方やシフトで働く方など、働きながらスキルアップをしたい方に、職業訓練

の情報提供や受講あっせん、職業訓練の成果を踏まえた就職支援をワンストップかつ

個別・伴走型で提供する。 

 

埼玉県が取り組む施策 

 ・ 埼玉しごとセンターにおいて就職支援セミナーや企業面接会等の就職支援の一連

のサービスをオンラインで提供する。 

・ 新型コロナウイルスの影響などで離職した30、40歳代を対象に、紹介予定派遣制

度を活用して正社員就労を支援する。 

 

埼玉県と埼玉労働局が連携して取り組む施策 

  ・ 埼玉県在籍型出向等支援協議会を設置し、地域で連携して出向マッチングを支援 

する。 

・ 雇用維持・労働移動等に向けた支援に関し、それぞれが実施する事業を周知する。 

・ コロナ禍でも業務を拡大するなど広く人材を募集する企業との面接会を就労先と

なる市町村で開催する。 

 

 ２．デジタル化の推進   

埼玉労働局が取り組む施策 

・  デジタル分野については、一定の要件を満たしたＩＴ分野の資格取得を目指す公

的職業訓練のコースについて、訓練実施機関に対する訓練委託費等の上乗せにより、

訓練コースの拡充を図ることとしている。また、デジタル分野にかかる公的職業訓

練の受講を推奨し、受講につなげるとともに、訓練期間中から訓練終了後までのき

め細かな伴走型支援により、デジタル分野における再就職の実現を図る。 

・  オンラインによる職業相談を実施するハローワークの拡充、ハローワークインタ

ーネットサービスのオンラインサービスの拡充、LINE を活用した情報発信等によ

り、自宅でも求職活動ができるようサービスの向上を図る。  

 

埼玉県が取り組む施策 

  ・ デジタルトランスフォーメーションに対応するため、企業のニーズを踏まえた実

践的なＩＴ能力を育成する職業訓練を実施する。 

・ 埼玉しごとセンターにおいて就職支援セミナーや企業面接会等の就職支援の一連
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のサービスをオンラインで提供する。 

埼玉県と埼玉労働局が連携して取り組む施策 

・ デジタル化の推進に関し、それぞれが実施する事業を周知する。 

 

 

Ⅱ 就職氷河期世代の活躍推進  

いわゆる就職氷河期世代は、雇用環境が厳しい時期に就職活動を行った世代であり、

その中には、希望する就職ができず、現在も不本意ながら不安定な仕事に就いている、

無業な状態にあるなど、様々な課題に直面している方々がいる。そのため、就職氷河期

世代が抱える固有の課題（希望する職業とのギャップ、実社会での経験不足等）や今後

の人材ニーズを踏まえつつ同世代の活躍の場を更に広げられるよう、個々人の状況に応

じた支援を、具体的な数値目標を立てて３年間で集中的に取り組む必要がある。 

また、近年は、グローバル化の進展や産業構造の変化等に伴い、非正規雇用者が増加

傾向にある。自らの希望で非正規の働き方を選ぶ人もいるが、雇用が不安定、賃金が低

い、能力開発の機会が乏しい等の課題がある。県内企業にとって人材確保が課題となる

中、本県産業の担い手を育成・確保するためにも、企業における正規雇用化を支援する。 

非正規雇用を選択する者については、適切な役割分担のもと公労使が共同で、待遇改

善や能力開発に取り組む。 

 

 

１ 就職氷河期世代の就業支援 

埼玉労働局が取り組む施策 

・ ハローワーク大宮（プラザ大宮）、川越、浦和（埼玉しごとセンター）、川口に設

置する「35歳からの就活サポートコーナー」（就職氷河期世代専門窓口）（以下「サ

ポートコーナー」という。）において、就職氷河期世代の不安定就労者・無業者を対

象として、キャリアコンサルティング、生活設計面の相談、各種セミナーや就職面

接会の開催、公的職業訓練等必要な能力開発施策へのあっせん、求職者の適性・能

力等を踏まえた求人開拓、就職後の定着支援等、安定した雇用の実現に向けた一貫

した伴走型支援を実施する。 

・ 特定求職者雇用開発助成金（就職氷河期世代安定雇用実現コース）の活用により、

就職氷河期世代の就職を促進するとともに、就職後の職場定着を図る。 

・ 地域若者サポートステーションと連携・協力し、就職氷河期世代の無業者に対す

る就業を支援する。 

 

埼玉県が取り組む施策 
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・ 就職氷河期世代の就職支援事業として、ビジネスマナー研修、合同企業説明会、

キャリアカウンセリング及び企業とのマッチングを実施する。また、受入企業に対

しては受入体制づくりと採用後の定着支援をセットで行う。 

・ 就職氷河期世代の無業者を対象とした有償型就業体験を実施し、就職支援につな

げていく。 

・ 高等技術専門校における職業訓練及び民間委託による職業訓練に、正規雇用を希

望する就職氷河期世代を対象とする優先枠を設定する。 

 

埼玉県と埼玉労働局が連携して取り組む施策 

・ 埼玉就職氷河期世代活躍支援プラットフォームの開催等により、地域における取

組を推進していく。 

・ 国（ハローワーク）と地方版ハローワークにおいて受理した就職氷河期世代を対

象に限定した求人又は年齢不問求人でありながら就職氷河期世代の応募を歓迎す

る求人の相互共有に努める。 

・ 埼玉しごとセンターにおいて、県が行う就職相談、セミナーから、ハローワーク

の「サポートコーナー」の職業相談・職業紹介までワンストップによる就職支援を

行う。 

 

２ 非正規雇用労働者の正規雇用化と待遇改善 

埼玉労働局が取り組む施策 

・ キャリアアップ助成金等を活用し、非正規雇用労働者の企業内での正社員化（紹

介予定派遣を通じた正社員化を含む）や処遇改善の推進に取り組む。 

・ パートタイム・有期雇用労働者の均等・均衡待遇の確保等対策の推進のため、同

一労働同一賃金、正社員転換推進の措置等、パートタイム・有期雇用労働法の履行

確保を図る。 

 

埼玉県が取り組む施策 

・ 埼玉しごとセンターにおいて、正社員化に向けた支援を行う。 

・ アドバイザーの派遣やセミナーの開催により、企業の同一労働・同一賃金の取組

を支援する。 

・ 非正規雇用者の正社員就職を支援するため、国家資格等の高い知識・技能を習得

する長期（２年間）の職業訓練を実施する。 

 

埼玉県と埼玉労働局が連携して取り組む施策 

・ 行政、労働団体、経済団体の代表者によって構成される「埼玉県公労使会議」に
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おいて、労使団体と行政が雇用・労働の課題に対する認識を共有し、多様な働き方

の普及、セミナー等による待遇改善の事例提供等に連携して取り組む。 

・ 埼玉しごとセンターにおいて、県の各コーナーとハローワークの各コーナーが連

携するなど、相談から職業紹介まで切れ目のない就職支援を実施する。 

 

 

Ⅲ シニアの活躍推進  

国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、埼玉県の平成22年から令和７年にか

けての 65 歳以上人口の増加率は全国２位、75 歳以上人口の増加率は全国１位となって

おり、今後、急激な高齢化の進行が見込まれている。 

このような中、元気で就労の意欲にあふれ、豊かな経験と知恵を持っているシニアに

は、その意欲や希望に応じて職場や地域社会で活躍してもらえるよう環境整備を進め、

シニアが年齢にかかわりなく働き続けることができる「生涯現役社会」を目指す。 

 

 

１ シニアの就業支援 

埼玉労働局が取り組む施策 

・ 65 歳以上の再就職支援に重点的に取り組むため、県内 13 か所のハローワークに

設置している「生涯現役支援窓口」において、65歳以上の者が活躍できる求人の開

拓等を推進するとともに、支援チームによる効果的なマッチング支援、職業生活の

再設計に係る相談・援助、雇用によらない就業に係る相談・情報提供を行う。 

  また、高年齢求職者が未経験の職業に就く不安を取り除くため、就職が見込まれ

る分野の職場見学、職場体験及び各種セミナー等を実施する。 

 

埼玉県が取り組む施策 

・ セカンドキャリアセンターが県内９か所で就職支援セミナーや就職相談、職業紹

介及びシニア向けインターンシップを実施する。また、相談会場のない市町村にお

いてもシニア向けの出前セミナーや合同企業面接会を実施する。さらに、専門チー

ムによるシニア求人の開拓を実施する。  

・ シニアの再就職に役立つ職業訓練を実施する。 

 

埼玉県と埼玉労働局が連携して取り組む施策 

・ 埼玉しごとセンターにおいて、県の「シニアコーナー」とハローワークの各コー

ナーが連携するなど、相談から職業紹介まで切れ目のない就職支援を実施する。 
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２ シニアが働きやすい環境の整備 

埼玉労働局が取り組む施策 

・ 70 歳までの就業機会確保に向けた環境整備を図るため、65 歳を超える定年引上

げや継続雇用制度の導入等を行う企業、60 歳から 64 歳までの高年齢労働者の処遇

改善を行う企業への支援を行う。 

・ 事業主に対し、65歳超雇用推進プランナー及びハローワークの雇用指導官等の訪

問による提案型の相談・援助による支援を行う。 

・  独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構が扱う「65 歳超雇用推進助成金」

を活用した継続雇用制度導入に向けた働きかけを行う。 

 

埼玉県が取り組む施策 

・ シニアの「働く場」の拡大を企業に働き掛け、「シニア活躍推進宣言企業」の認定

を進めるとともに、定年の廃止、定年年齢の70歳以上への引上げ、70 歳以上まで

の継続雇用のいずれかを行っている企業については、「シニア活躍推進宣言企業プ

ラス」に認定する。 

・ 「70歳雇用確保助成金」を交付し、70歳以上まで働ける制度を導入する企業を支

援する。 

 

埼玉県と埼玉労働局が連携して取り組む施策 

・ 生涯現役社会の実現に向けた気運の醸成を図るため、高齢者雇用の必要性や重要

性の周知を行い、雇用環境の整備、シニアの雇用促進等を事業主に働き掛ける。 

 

３ シルバー人材センターへの支援 

埼玉労働局が取り組む施策 

・ シルバー人材センターが高齢者に就業機会を円滑に提供できるよう、シルバー人

材センターでの就業希望者を対象とした技能講習及び就業体験等を実施する「高齢

者活躍人材確保育成事業」を推進し、シルバー人材センターでの就業希望者の支援

を行う。 

 

埼玉県が取り組む施策 

・ シルバー人材センター連合に補助金を交付し、シルバー人材センターが抱える会

員数減少などの課題解決を支援する。 

  

埼玉県と埼玉労働局が連携して取り組む施策 

・ 埼玉県シルバー人材センター連合事業推進計画（平成30年度～令和４年度）の目
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標の達成に向けて、埼玉県、埼玉労働局、埼玉県シルバー人材センター連合等の関

係者が連携・協力し、会員の確保及び派遣先企業の拡大等に取り組む。 

 

 

Ⅳ 女性の活躍推進  

総務省「国勢調査」によると埼玉県の 30 代女性の労働力率は全国平均を下回ってお

り、いわゆるＭ字カーブの谷が深い傾向が続いている。 

子育て等により離職した女性の再就職や能力開発に向けた支援のほか、女性がいきい

きと働き続けられる環境の整備に取り組み、一人一人の女性が自らの希望に応じて活躍

できる社会づくりを加速する。 

 

 

１ 女性の就業支援 

埼玉労働局が取り組む施策 

・ マザーズハローワーク等にはキッズコーナーを設置するなど子ども連れで来所し

やすい環境を整備し、子育てしながら就職を希望する女性等に対して、担当者制に

よるきめ細かな職業相談や仕事と子育ての両立に理解のある企業情報の提供のほか、

託児サービス付き就職支援セミナーや職業訓練の受講あっせん等を行う。 

・ 求人企業に対して就業時間の設定に関する助言を行うなど、仕事と子育ての両立

がしやすい求人の確保に取り組む。 

・  LINE公式アカウント「埼玉マザーズハローワーク・コーナー」を活用し、家庭と

仕事の両立を目指す求職者に就職支援セミナー、面接会等のイベント情報などを発

信する。 

・ 特定求職者雇用開発助成金等の支援メニューを提供することにより、母子家庭の

母等の早期就職の促進を図る。 

 

埼玉県が取り組む施策 

・ 埼玉県女性キャリアセンターを働く女性のワンストップ支援拠点と位置づけ、女

性の就業から就労継続、キャリアアップまでをワンストップで支援する。 

・ 埼玉県女性キャリアセンターにおいて、仕事と家庭の両立や職業上のブランクに

不安を抱える女性に対し、面談相談やセミナー（在宅ワーカー向けを含む）、ハロー

ワークの求人情報を活用した職業紹介、企業での業務体験を活用したマッチング支

援などを実施し、就業支援を進める。 

・ コロナ禍で離職した潜在的な女性求職者へ向けて、希望にあった仕事の確保や時

間・場所の制約のない働き方を提案し、個々の女性に寄り添った働き方を支援する。 
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・ 再就職に必要な資格や技能の習得を目指す女性が受講しやすい託児サービス付き

職業訓練を実施する。 

・ 働く女性、働きたい女性の様々な疑問、悩み、関心に応えるサイトを運営し、ワ

ンストップで情報提供する。 

・ 子育てなどで長期間離職している女性を対象に、オンラインで受講可能な講座を

新たに開設し、デジタル技術の習得や就業を支援する。 

 

埼玉県と埼玉労働局が連携して取り組む施策 

・ 埼玉しごとセンターにおいて、県の「女性コーナー」とハローワークの「マザー

ズコーナー」が連携して、相談から職業紹介まで切れ目のない就職支援を実施する。 

・ 女性活躍推進法上の協議会に位置付けられている「埼玉県女性活躍推進連携会議」

において経済団体・労働団体・国・県等が連携し、女性活躍の推進に取り組む。   

 

２ 女性が働きやすい環境の整備 

埼玉労働局が取り組む施策 

・ 育児休業や介護休業等を取得しやすい環境を整備するため、令和４年４月から段

階的に施行される育児・介護休業法の改正内容について労使に十分に理解されるよ

う、労使団体等と連携して周知に取り組み、施行後は着実な履行確保を図る。 

・ 令和４年度よりくるみん認定等の新たな類型として創設される不妊治療と仕事の

両立支援に関する認定制度の活用を促す。また、不妊治療と仕事の両立に関する周

知啓発や相談支援を行う。 

・ 改正女性活躍推進法に基づき、令和４年４月１日より、一般事業主行動計画の策

定や情報公表等の義務が常用労働者数101人以上の事業主に拡大されたため、報告

徴収等により、行動計画の策定・届出・情報公表等が確実に行われるよう取り組む。 

・労働者が性別により差別されることなく、また、働く女性が母性を尊重されつつ充

実した職業生活を営むことができるようにすることは、就業意欲を支える基本とな

ることから、男女雇用機会均等法の着実な履行確保を図る。 

・ 両立支援等助成金を活用し、育児・介護休業等の両立支援制度を利用しやすい職

場環境の整備に取り組む事業主を支援する。 

・ 埼玉県内のより多くの企業が、次世代育成支援対策推進法に基づく「くるみん」

「プラチナくるみん」認定及び、女性活躍推進法に基づく「えるぼし」「プラチナえ

るぼし」認定を取得できるよう支援する。 

・ 職場におけるハラスメントの撲滅に向け、ハラスメント防止措置を講じていない

事業主に対し厳正な指導を実施すること等により、労働施策総合推進法等の履行確

保を図る。 
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埼玉県が取り組む施策 

・ 保育所の待機児童を解消するため、認可保育所・認定こども園の整備のほか、企

業や幼稚園と連携するなど多様な保育サービスの整備を進め、受入枠の拡大を図る。 

・ 保育士の確保に向けて、ハローワークと連携して、保育士資格を持ちながら保育

所で勤務していない潜在保育士を対象に再就職に向けた支援を行う。 

 

埼玉県と埼玉労働局が連携して取り組む施策 

・ 行政、労働団体、経済団体の代表者によって構成される「埼玉県公労使会議」に

おいて、女性など多様な人材の活躍促進に取り組む。 

・ 労働局及び県は、それぞれが実施する認定制度などの支援内容を相互に周知・Ｐ

Ｒすることで、より一層女性が働きやすくなるよう環境整備を進める。 

 

 

Ⅴ 障害者の就業支援  

本県の障害者の就職件数はコロナ禍において減少傾向であるが、民間企業における障

害者実雇用率は着実に向上している。令和２年度にハローワークを通じて就職した障害

者は3,531件と過去２年連続減少となった。また、令和３年６月１日現在の民間企業の

障害者実雇用率は2.32％と法定雇用率を達成し、10年連続で過去最高を更新した。 

民間企業の法定雇用率は、令和５年３月末には精神障害者について障害者雇用率算定

に係る特例措置や法定雇用率の算定根拠に加えることの猶予期間が終了することに伴

い、令和５年４月以降の更なる引き上げが見込まれている。 

このため、法定雇用率未達成企業を中心に障害者雇用の働き掛けや障害者の働く場を

拡大する等の雇用支援を行う。 

また、障害者が一人一人の適性や能力に応じた職に就き、安心して働き続けられるよ

う、丁寧なマッチングと障害者が働きやすい環境の整備を行い、職場への定着支援を行

う。 

 

 

１ 障害者の就業支援 

埼玉労働局が取り組む施策 

・ 精神障害や発達障害等の多様な障害特性に対応するため、ハローワークに精神障

害者・発達障害者雇用トータルサポーターを配置し、地域の就労支援機関に加え、

医療機関や発達障害者就労支援センター等との連携体制を強化し、きめ細かな就労

支援を実施する。 
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・ 雇用率達成指導に当たって、個々の企業における雇用率未達成の要因を分析した

上で、提案型指導を行う。 

・ 「障害者に対する差別の禁止」、「障害者に対する合理的配慮の提供義務」、「障害

者虐待防止法」について、事業主等への周知徹底に努め、円滑な実施に取り組む。 

・ 障害者の雇用機会の増大及び雇用の安定を図るため、継続して雇用する労働者と

して雇い入れる事業主に対して助成する特定求職者雇用開発助成金、障害者を一定

期間試行雇用し常用雇用への移行を促進するトライアル雇用助成金の活用による就

業支援、職場定着を実施する。 

 

埼玉県が取り組む施策 

・ 埼玉県障害者雇用総合サポートセンターを運営し、県内企業における障害者雇用

を促進する。主な取組は次のとおり。 

  雇用企業開拓から雇用支援、定着支援までの障害者雇用の一体的な支援 

  精神保健福祉士と精神障害者雇用アドバイザーとのチーム支援による精神障害

者の受入企業拡大と職場環境整備 

  雇用後すぐに週 20 時間以上働くことができない重度障害者及び精神障害者の

雇用企業の開拓、雇用支援、雇用後の週20時間以上の勤務へのステップアップや

テレワーク活用による職場定着支援 

・ 職業能力開発センターにおいて、障害者を対象とした職業訓練を実施し、障害者

の就労を支援する。 

・ 企業やＮＰＯ法人等に委託して、障害者を対象とした職業訓練を実施し、障害者

の就労を支援する。 

・ 発達障害者就労支援センターを県内４か所で運営し、就労に関する相談、職業能

力の評価、コミュニケーション能力等を取得する訓練、ハローワークと連携した企

業とのマッチング、就職後の職場での定着まで支援する。 

 

埼玉県と埼玉労働局が連携して取り組む施策 

・ 埼玉県と埼玉労働局の共催により、障害者就職面接会を県内８か所で開催する。 

・ 埼玉県、埼玉労働局及び埼玉県経営者協会の共催により、就労支援機関や企業人

事担当者等へのセミナーを開催する。 

・ 埼玉障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター等の関係機関と連携を

図り、ジョブコーチの派遣、職域開発の提案、助成金活用の周知等を積極的に行う。 

・ 埼玉県教育局と埼玉労働局が連携し、特別支援学校の生徒の就職促進を図るため、

企業と生徒、保護者、教師との面談会等を実施する。また、埼玉労働局では障害者

職場実習推進事業として、生徒等を対象とした職場実習先の開拓及び職場実習の支
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援を実施する。 

・ 県が設置した難病相談支援センターにハローワークから難病患者就職サポーター

を派遣し、就職相談を行う。 

・ 埼玉障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター等の関係機関と連携し、

各ハローワークの管轄地域において企業訪問やミニ面接会等を通じ、障害者雇用ゼロ

企業を始め法定雇用率未達成企業の支援を連携して実施する。 

 

２ 障害者が働きやすい環境の整備 

埼玉労働局が取り組む施策 

・ 精神障害・発達障害に関して正しい知識と理解をいただくため、障害者と共に働

く企業の方々向けに「精神・発達障害者しごとサポーター養成講座」を開催する。 

・ 事業主に対し障害者の雇入れを促進するとともに、障害者の有する能力を最大限

に発揮できるよう特性に十分配慮した職場定着支援を行う。 

 

埼玉県が取り組む施策 

・ 障害者雇用総合サポートセンターを運営し、県内企業における障害者が働きやす

い職場環境整備や職場定着を支援する。主な取組は次のとおり。 

  ジョブコーチの派遣による障害者の職場定着支援 

  アドバイザーによる就労後の企業における緊急・困難事例への対応及び地域の

就労支援機関スタッフの支援スキル向上支援 

  サブアドバイザーによる企業や就労支援機関等からの職場定着に関する相談対

応 

  アセスメンターによる地域の就労支援機関スタッフのマッチング支援スキル向

上のためのアセスメント実践指導 

  新型コロナウイルスの影響による働き方の変化を見据えたＩＣＴ活用型教育訓

練による障害者の職域拡大支援 

  精神保健福祉士と精神障害者雇用アドバイザーとのチーム支援による精神障害

者の受入企業拡大と職場環境整備（再掲） 

  雇用後すぐに週 20 時間以上働くことができない重度障害者及び精神障害者の

雇用企業の開拓、雇用支援、雇用後の週20時間以上の勤務へのステップアップや

テレワーク活用による職場定着支援（再掲） 

・ 障害者雇用に積極的に取り組む事業所を認証し、その取組を広く紹介して、障害

者雇用への理解促進を図る。 

・ 就労支援機関や企業人事担当者等を対象とした「ジョブサポーター研修」を行う。 
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埼玉県と埼玉労働局が連携して取り組む施策 

・ 障害者雇用の理解促進を図るため、「障害者ワークフェア」を開催する。 

・ 障害者の雇用促進のため、就職を希望する障害者及び雇入れを検討している企業

に対し、障害者就業・生活支援センター、障害者職業センター等の関係機関と連携

し就職に向けた準備から職場定着までの一連の支援をきめ細かく行うチーム支援を

行う。 

 

 

Ⅵ 多様な就業支援と誰もが働きやすい環境の整備  

生産年齢人口の減少に伴い働き手が減っていく中で、社会の活力を維持するには、就

業を希望する誰もが意欲と能力に応じて活躍できる環境を整えることが重要である。 

経済的事情や健康状態、就業経験の乏しさなど様々な事情を抱えた方々が、それぞれ

の希望や能力に応じて働くことができるよう、きめ細かい就業支援を行う。 

さらに、働き方改革関連法が順次施行され、中小企業に対しても適用猶予業種、職種

を除き時間外労働の上限規制が適用される中、労働関係法令の普及啓発などを通じて長

時間労働などの問題解消を目指し、安心・安全に働き続けることができる職場環境づく

りを進める。 

 

 

１ 若者の就業支援 

埼玉労働局が取り組む施策 

・ 埼玉新卒応援ハローワーク、わかものハローワーク等において、担当者制による

きめ細かな職業相談を実施するほか、セミナーや就職面接会を開催し、新規学卒者

をはじめとする若者の就職促進を図る。 

・ 高校生の就職支援については、「未内定（未就職）者ゼロ作戦」を展開し、６月末

までに希望者全員が就職することを目指す。 

・ 大学生等の就職支援については、大学等と連携し、ガイダンスやセミナーを開催

するほか、学校内に相談ブースを設けるなど、積極的な支援を展開する。 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響を強く受けた分野への就職を希望する専門学校

の生徒に対しては、専門学校と連携を図り、オーダーメイド型の支援を実施する。 

・ 地域若者サポートステーションと連携・協力し、若年無業者に対する就業を支援

する。 

・ 留学生の就職促進を図るため、企業を対象とした雇用管理セミナーを開催すると

ともに、県内 10 カ所のハローワークに設置している外国人雇用サービスコーナー

及び埼玉新卒応援ハローワーク内の留学生コーナーにおいて個別支援を実施する。 
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・ 若年者の早期離職を防止するため、ユースエール認定制度を積極的に推進すると

ともに、職場定着に積極的に取り組む事業所として認定する「職場定着協力事業所」

と連携し、職場定着支援を実施する。 

・ 埼玉新卒応援ハローワーク LINE 公式アカウントを活用し、公的機関が実施する

企業説明会や面接会など、就職活動に役立つ情報を積極的に発信する。 

・ コミュニケーション能力等に課題を抱える者に対しては、専門家等で構成する特

別支援チームを活用した就職実現までの一貫した支援の強化を図る。 

また、発達障害等の障害がある学生等に対しては、新卒応援ハローワーク等に配

置されている雇用トータルサポーターが、障害特性に応じた就職準備の支援から採

用後の職場定着までの一貫した支援を行う。 

 

埼玉県が取り組む施策 

・ 県内企業の魅力を若者に直接伝えるとともに、合同企業説明会を合わせて行う「ジ

ョブフェス埼玉」を開催する。 

・ 新型コロナウイルスの影響を受け、雇用情勢が大きく変化したことにより合同企

業面接会を開催し、県内大学学生と県内企業のマッチングが進むようにする。 

・ 若年無業者の就業への移行を支援するため、地域若者サポートステーションと一

体的に運営される「若者自立支援センター埼玉」において、相談や職場体験等を通

じて職業意識の醸成を行う。 

・ 県内企業のインターンシップ情報を提供するイベントを開催する。 

・ 早期離職を防ぐため、若者が、職場で直面する悩みへの対処法やスキルアップを

図る職場定着セミナーを実施する。 

・ 海外留学を経験した若者と外国人留学生のサポート拠点である「グローバル人材

育成センター埼玉」を運営し、ハローワークの求人情報を活用した無料職業紹介を

行うほか、就職面接会などを開催する。 

・ 県内での就職を希望する大学等の学生（留学生を含む）を対象に、その就学場所

において就職支援セミナーを開催する。 

 

埼玉県と埼玉労働局が連携して取り組む施策 

・ 「埼玉しごとセンター」において県の「若者コーナー」とハローワークの各コー

ナーが連携するなど、相談から職業紹介まで切れ目のない就職支援を実施する。 

・ 未就職卒業者の支援及び若者と地元企業のマッチングを図るため、「既卒３年以内

の方及び34歳以下の若者対象就職面接会」を共催する。 

・ 県内にある各地域若者サポートステーションと若者支援機関とのネットワークを

構築及び維持できるよう、労働局及び県は連携して適切な支援を行う。 
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・ 各高等学校を通じて、本人の承諾を得た上で未内定者、未就職者の情報を各ハロ

ーワークへ提供し、ハローワークと連携した就職支援を実施する。 

・ 未内定生徒の保護者に対して、最後まであきらめずに就職活動を継続するよう、

埼玉労働局長、埼玉県教育委員会教育長との連名による勧奨文を発出する。 

・ 埼玉県知事、県教育長、埼玉労働局長の３者連名による高校生の就職支援に関す

る要請を行う。 

・ 外国人留学生の就職支援のための留学生を対象とした企業説明会を共催する。 

 

２ 生活保護受給者等の就業支援 

埼玉労働局が取り組む施策 

・ 生活保護受給者等の生活困窮者に対して、市・区役所等に設置したハローワーク

常設窓口での職業相談・職業紹介（一体的実施事業）又は福祉事務所等への定期的

な巡回相談によりワンストップの就労支援を実施する。 

・ 生活保護受給者等の生活困窮者を雇い入れた事業主に対し、特定求職者雇用開発

助成金等を支給するとともに、就職後の定着を支援する。 

・ 生活保護受給者等の生活困窮者に対する就労支援施策を効果的に実施できるよう

「生活保護受給者等就労自立促進事業協議会（県及び県内１４地域）」を開催し、埼

玉県等の関係機関との連携を図る。 

・ 生活保護受給者等の生活困窮者に対しても、ハローワークにおいて職業訓練が必

要な者が訓練受講により就職可能性を高められるよう、周知、誘導及び受講勧奨を

積極的に行う。 

 

埼玉県が取り組む施策 

・ 町村において、住居を喪失した又は喪失するおそれのある求職者に対して、家賃

相当の住居確保給付金を給付する。 

・ 埼玉県社会福祉協議会へ助成を行い、求職者等の自立促進を図るための総合支援

資金などの生活福祉資金貸付事業を実施する。 

・ 町村において生活保護を受給している求職者に対して、生活保護受給者チャレン

ジ支援事業により、就労支援専門員及び職業訓練支援員が就労相談、職業訓練の受

講から求職活動まで支援を行う。 

・ 町村の生活困窮者のうちの求職者に対して、生活困窮者自立支援事業により、就

労支援員及び就労準備支援員が就労相談、職業訓練の受講から求職活動まで支援を

行う。 

・ ひとり親家庭の親等の就職を支援するため、優先的に受講できる準備講習付き職

業訓練を実施する。 
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埼玉県と埼玉労働局が連携して取り組む施策 

・ 町村における生活保護受給者等の生活困窮者に対して、役場への定期的な巡回相

談を実施するなど、ハローワークと県福祉事務所等が一体となった就労支援を実施

する。 

・ 市町村におけるひとり親家庭の自立を支援するため、８月の児童扶養手当の現況

届の提出にあわせて、役場内に臨時相談窓口を設置するなど、埼玉労働局と県、市

町村が連携した児童扶養手当受給者の就労支援を重点的に実施する。 

 

３ 誰もが働きやすい職場づくり 

埼玉労働局が取り組む施策 

・ ①時間外労働の上限規制への対応に向けた弾力的な労働時間制度の構築や生産性

向上による賃金引上げ、②企業における非正規雇用労働者の処遇改善など総合的な

支援を行う「埼玉働き方改革推進支援センター」について、あらゆる機会を通じて

周知を行い、その利用促進を図ることとする。 

・ 育児休業や介護休業等を取得しやすい環境を整備するため、令和４年４月から段

階的に施行される育児・介護休業法の改正内容について労使に十分に理解されるよ

う、労使団体等と連携して周知に取り組み、施行後は着実な履行確保を図る。（再掲） 

・ 令和４年度よりくるみん認定等の新たな類型として創設される不妊治療と仕事の

両立支援に関する認定制度の活用を促す。また、不妊治療と仕事の両立に関する周

知啓発や相談支援を行う。（再掲） 

・ 改正女性活躍推進法に基づき、令和４年４月１日より、一般事業主行動計画の策

定や情報公表等の義務が常用労働者数101人以上の事業主に拡大されたため、報告

徴収等により、行動計画の策定・届出・情報公表等が確実に行われるよう取り組む。

（再掲） 

・ ハローワーク川口、大宮、所沢及び春日部に設置した「長期療養者職業相談窓口」

において、がん等の長期にわたる治療等が必要な疾病を持つ求職者の就職支援や事

業主の理解の促進に取り組むほか、埼玉県立がんセンター、自治医科大学附属さい

たま医療センター、さいたま市立病院、埼玉医科大学国際医療センター、埼玉医科

大学総合医療センター、埼玉県済生会川口総合病院、戸田市中央総合病院及び春日

部市立医療センターの計８か所に設置した「就労相談コーナー」においてハローワ

ーク職員の出張相談を実施する。 

・ 治療と仕事の両立については、埼玉産業保健総合支援センターと連携して、「事業

場における治療と職業生活の両立支援のためのガイドライン」及び企業と医療機関

の連携のためのマニュアルの周知を行うとともに、埼玉労働局に、埼玉県、県内医
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療機関、労使団体等地域の関係者による「埼玉県両立支援推進チーム」を設置し、

その活動を通して地域の関係者による連携した両立支援の取組の促進を図る。 

・ 通訳を配置するハローワークにおいて、日本語能力に課題のある外国人求職者に

ついては、通訳を活用した職業相談業務を積極的に実施する。さらに、「外国人就

労・定着支援研修」等を利用した「働くための日本語」習得についての指導・助言

を行う。 

・ ハローワークの窓口や事業主を対象とした各種説明会・会議の場等において、「外

国人労働者の雇用管理の改善等に関して事業主が適切に対処するための指針」及び

「外国人雇用状況届出制度」の周知等を行うとともに、ハローワーク職員が外国人

雇用事業所を訪問し、必要な助言・指導を行う。 

なお、助言・指導の過程や外国人労働者からの情報で問題事案を把握した場合は、

事案に応じハローワーク・労働基準監督署及びその他の関係機関が連携し適切な対

応を行う。 

また、外国人労働者問題啓発月間にセミナーを開催するなどして、法制度や指針

について更なる周知啓発を図る。 

・ ハローワーク川越において、川越少年刑務所で駐在による支援を行うほか、ハロ

ーワーク浦和でもさいたま保護観察所への巡回相談などを実施し、刑務所出所者等

に対する就労支援の充実を図る。 

・ 職場におけるハラスメントの撲滅に向け、ハラスメント防止措置を講じていない 

事業主に対し厳正な指導を実施すること等により、労働施策総合推進法等の履行確

保を図る。（再掲） 

 

埼玉県が取り組む施策 

・ テレワークや長時間労働の是正など働き方改革に取り組む企業にアドバイザーを

派遣し、企業が抱える課題の解決を支援する。 

・ 働き方改革セミナーや働き方改革に先進的に取り組んでいる企業の事例発表交流

会を開催する。 

・ 企業へ講師を派遣し、男性育児休業取得促進のための研修を実施するほか、企業

が活用できる職場研修用の動画を作成する。 

・ 男性の育児休業等取得促進等に取り組むモデル企業に奨励金を支給し、取組内容

を県のホームページ等で広く発信する。 

・ 「男性育児休業等推進宣言企業」を募集し、企業の宣言を県のホームページで紹

介する。 

・ 働き方改革推進期間を設け、市町村等と連携し、県内一斉ノー残業デーや年次有

給休暇の取得促進、しわ寄せ防止等による長時間労働の是正を県内企業に呼び掛け



 

 

17 

 

る。 

・ 男女共に働きやすい職場環境づくりや働き方改革に積極的に取り組んでいる企業

を「多様な働き方実践企業」として認定し、多様な働き方の普及を図る。 

・ 労働相談等により、個別具体的な労働紛争の自主的な解決に向けた情報提供等を

行う。 

・ 県内中小企業の新入社員、若手社員及び当該社員を指導する社員を対象とした研

修会を実施し、若手社員の職場定着を図る。 

・ 労働セミナーの開催等により、勤労者や事業者に対して労働関係法令の普及啓発

を図る。 

・ 仕事と介護、子育て、病気治療等との両立に関する相談を勤労者や企業から受け

付け、アドバイスや情報提供等を行う。 

・ 就労中のがん患者を対象に治療、就労、経済など幅広い悩みにワンストップで対

応するため、埼玉産業保健総合支援センターと連携して、看護師、医療ソーシャル

ワーカー、両立支援促進員など多職種による相談会を行う。 

・ 仕事と治療の両立を図るため、埼玉県立がんセンターにおいて、社会保険労務士

やファイナンシャルプランナーによるがん患者や家族を対象とした無料個別相談を

行う。 

・ 不妊治療と仕事の両立について県内企業の理解を促進するため、企業へのアドバ

イザー派遣を行う。 

 

埼玉県と埼玉労働局が連携して取り組む施策 

・ 行政、労働団体、経済団体の代表者によって構成される「埼玉県公労使会議」に

おいて労働施策総合推進法に基づく基本方針に定められた事項について、効果的な

解決策を検討するとともに、労使団体と行政が連携し、働き方改革に一体となって

取り組む。特に７月～11月を「働き方改革推進期間」と位置付け、県内一斉ノー残

業デーや年次有給休暇の取得促進、しわ寄せ防止等による長時間労働の是正を県内

企業に呼び掛ける。 

・ 市町村が行う就業支援事業を支援するため、市町村職員を対象としたハローワー

ク求人情報オンライン提供の活用に関する研修などを行う。 

・ 埼玉県立がんセンターにおいて、ハローワーク大宮職員によるがん患者を対象と

した無料個別相談を定期的に実施し、がん治療中・治療後の就職支援の充実に努め

る。 

・ 「定住外国人向け職業訓練コース」を実施する。 

・ 所管省庁等と連携し、新たな外国人材の受入れ制度に係る情報提供を実施するな

ど、県内事業所の外国人材受入れに係る環境整備を支援する。 
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・ 埼玉県公労使会議と連携して、職場のハラスメント対策強化月間、職場のメンタ

ルヘルス対策強化月間を実施し、県内企業の働きやすい職場づくりへの支援を行う。 

 

 

Ⅶ 産業人材の確保・育成  

生産年齢人口の減少による労働力不足が深刻化する中、県内企業が必要とする人材を

着実に確保し、企業の生産性を向上させていくために、新たな働き手の掘り起こし、能

力開発からマッチング・職場定着まで一貫した支援、多様な企業ニーズを踏まえた人材

育成、在職者のスキルアップを図ることが重要である。 

そのため、介護、看護、保育、建設、運輸、警備など人手不足が深刻な分野や、本県

産業の基幹となるものづくり分野、デジタルトランスフォーメーションを支えるＩＴ分

野などについて、業界団体等と連携し、人材の確保・育成を進める。 

また、働くことを希望する若者、女性、高齢者、障害者などの誰もが社会の担い手と

して存分に力を発揮できるよう、各人の状況に応じた能力開発ときめ細かい就職支援を

行う。 

 

 

１ 求人ニーズを的確にとらえた人材確保と定着の支援 

埼玉労働局が取り組む施策 

・ 「さいたま地元企業応援プラン」に基づき、地方公共団体及び地域の経済団体と

連携して、ハローワーク管内の地元企業に対し、募集、採用、職場定着までの一貫

した支援を実施する。 

・ 人手不足が顕著な職種（医療・福祉、建設、警備、運輸）について「人材確保・

就職支援コーナー」（ハローワーク川口、熊谷、大宮及び川越に設置）が地域の状況

を的確に把握し、関係機関との密接な連携の下、求人者・求職者の両面からマッチ

ング支援を実施する。 

・ 介護分野については、民間団体等への委託事業（「介護分野における人材確保のた

めの雇用管理改善推進事業）により、事業主向けの個別相談・支援などを実施する。 

・ 分野ごとの特性を踏まえた雇用管理改善モデルの周知・普及に努め「魅力ある職

場づくり」に向けた支援を実施する。 

 

埼玉県が取り組む施策 

・ 埼玉しごとセンター及び川越市民サービスステーション内に「企業人材サポート

デスク」を設置し、人材総合相談員が企業の求人の相談に応じるとともに、地方版

ハローワークとして小規模な面接会（企業面接会）を行うなど人材確保の面から企
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業を支援する。 

・ 県内企業が多数参加できる大規模な面接会を開催し、新卒者をはじめ幅広い世代

の求職者とのマッチングを行い、人材確保の面から企業を支援する。 

・ 介護未従事者に介護に関する入門的研修等を実施し、介護事業所への就職を支援

する。 

・ ブランクのある看護職有資格者の職場復帰及び職場定着を促進するため、看護に

関する最新の知識及び技術の習得を支援する講習会や、就業環境改善に関する研修

等を実施する。 

・ 潜在保育士の職場復帰を支援するため、職場紹介や就職あっせん、登録名簿の作

成、復職プログラム等を実施する。 

・ 建設分野の人材を確保・育成するため、建設業団体などが構成員となる建設産業

担い手確保・育成ネットワークにより、入職促進や在職者のスキルアップを支援す

る。 

・ 多様な産業界のニーズに対応するため、ＡＩ、ＩｏＴなどデジタル技術を活用で

きる人材の育成、中小企業・小規模事業者が必要とする人材、商業・サービス産業

を担う人材などの育成を行う。 

・ 県内中小企業のデジタル人材の確保を支援するため、即戦力となるデジタル人材

の紹介手数料を補助する。 

・ 外国人労働者等の多様な人材の雇用を目指す県内企業を支援するため、必要なノ

ウハウの提供や成功事例の紹介などを内容とするセミナーを実施する。 

・ 若者から選ばれる魅力ある企業を支援するため、奨学金返還支援制度を導入する

企業等に対して一定額を補助する。  

 

埼玉県と埼玉労働局が連携して取り組む施策 

・ 埼玉しごとセンターにおいて、国と県が一体となって、各種セミナーの開催をは

じめ、若者、ミドル、シニアなど世代別に、キャリアコンサルティングから職業相

談・職業紹介まで切れ目のない就職支援を実施する。 

・ ハローワークと埼玉県の人材総合相談員とが密接に連携して、県内企業から新た

な求人を開拓するとともに、求人企業の魅力等を情報発信することで人材の早期確

保を図る。川越市民サービスステーションにおいては、川越市との一体的実施施設

である「川越しごと支援センター」と「企業人材サポートデスク川越」の利用者の

相互誘導などにより、国・県・市の連携に基づく効果的な人材確保支援に取り組む。 

・ 埼玉県が進める企業誘致活動によって立地した企業の人材確保に向けた支援を埼

玉県と埼玉労働局、ハローワークが連携して実施する。 

・ コロナ禍により仕事を失った方とコロナ禍でも業務を拡大するなど広く人材を募 
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集する企業との面接会を県内各地で開催し、人材確保の面から企業を支援する。 

・ ハローワークと埼玉県、福祉人材センター、保育士・保育所支援センター、ナー

スセンター等の関係各機関と連携して、支援を希望する求職者や求人者の情報を共

有し、きめ細かな職業相談・職業紹介を行い、早期就職、早期充足に向けた支援を

実施する。 

・ 「大型自動車一種運転業務従事者育成コース」を実施する。 

 

２ 職業訓練による人材育成 

埼玉労働局が取り組む施策 

・ ハローワークが把握している求人者のニーズや求職者の動向など、訓練ニーズを

埼玉県、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構埼玉支部埼玉職業能力開発

促進センター（以下「機構埼玉センター」という。）に提供・共有するとともに、適

切な受講あっせんや訓練受講生に対する就職支援に取り組む。 

・ 雇用保険を受給できない求職者に対して、訓練期間中の生活を支援するための給

付金を支給する求職者支援制度を推進する。 

・ 機構埼玉センターに設置された「生産性向上人材育成支援センター」において実 

施される、企業の課題やニーズに対応したものづくり分野を中心とした在職者訓練 

や生産性向上支援訓練などの活用促進のため、埼玉労働局、ハローワークにおいて 

効果的な周知に努める。 

 

埼玉県が取り組む施策 

・ 高等技術専門校において、新規学卒者・求職者を対象に、ものづくり分野を中心

に職業訓練を実施するとともに、在職者のスキルアップを支援する。 

・ 民間教育訓練機関等を活用して、求職者、非正規雇用労働者を対象に、介護、Ｉ

Ｔ、医療事務、簿記など様々な分野の職業訓練を実施する。 

・ 事業主等による建築、電気工事など様々な分野の認定職業訓練を支援する。 

・ デジタルトランスフォーメーションに対応するため、企業のニーズを踏まえた実

践的なＩＴ能力を育成する職業訓練を実施する。（再掲） 

 

埼玉県と埼玉労働局が連携して取り組む施策 

・ 埼玉県、埼玉労働局及び機構埼玉センターが一体となった「埼玉県地域職業訓練

実施計画（総合計画）」を埼玉県地域訓練協議会において策定し、求職者等に対して、

地域のニーズを踏まえた職業訓練受講の機会を提供する。 

・ 埼玉県、埼玉労働局及び機構埼玉センターによる「埼玉地域における訓練関係機

関連絡会議」及び県立高等技術専門校とハローワーク等による「地域公的職業訓練
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関係機関連絡会議（県内４ブロック）」を開催し、適切な訓練コースの設定促進や求

職者の受講あっせんの推進、訓練受講生への就職支援等の意見・情報交換を行い公

的職業訓練の効果的な実施・運営を図る。 

・ 埼玉県の訓練実施機関とハローワークとが連携して、訓練受講生に対する訓練修

了前からの就職支援に積極的に取り組む。 

・ 「地域レベルのコンソーシアムによる職業訓練の開発実施コース」の設定に努め

る。 
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Ⅷ 雇用施策に関する数値目標   

 

数値目標等については、以下のとおりとする。 

項目 目標 

Ⅰ 就業支援と誰もが働きやすい環境の整備 

 
就業率 

６１．７％ 

 

Ⅱ シニアの活躍推進  

 65歳以上の就業確認者数 【県】 年間６８０人 

 ハローワークにおける65歳以上の紹介就職者数(常用）         

                            【労働局】 
年間４，４４０人 

Ⅲ 女性の活躍推進  

 
女性キャリアセンターを活用した就業確認者数 【県】 年間１，９００人 

 ハローワークにおける女性の紹介就職者数（常用） 

                            【労働局】 
年間１８，４００人 

Ⅳ 障害者の就業支援  

 
民間企業の障害者の実雇用率 法定雇用率以上 

Ⅴ 産業人材の確保・育成  

 在職者訓練による人材育成 【県】 年間４，５００人 

 離職者訓練による就職率  

  施設内訓練 

  委託訓練 

 

８０％ 

７５％ 

 ※就業確認者数 ……自己就職等を含む。 

 


